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株主・投資家の皆さまには
平素より格別のご支援及びご厚情を賜り、
心より御礼申し上げます。

2024年2月期の事業概況及び
当社グループの取り組みについて
ご説明させていただきます。

株主・投資家の皆さまへ

代表取締役社長

堀田　欣弘

株式会社アルバイトタイムス1



QUESTION ANSWER

社長インタビュー

　当社の戦略地域である静岡県においては、運輸

業や郵便業、インバウンド需要による宿泊業など

の新規求人は前期比増となったものの、製造業や

飲食業などでは前期比は減少しています。2024

年2月の静岡県有効求人倍率が前年同月比0.07

ポイント下降の1.20倍となり、雇用環境は横ばい

の状況が継続しています。

　このような状況において当社グループでは、採

用管理システムを顧客に提供する『ワガシャ de 

DOMO（ドーモ）』の販路拡販施策やオプション

商品の開発を継続するとともにリアルイベントで

ある合同企業面談会『シゴトフェア』を2023年5

月〜6月、10月〜11月に継続開催しました。コス

トについては、販売拡大、商品価値向上のための

成長コストとして人件費、広告販促費を投入しま

した。その結果、売上高は前期比6.8%増の43億

1千8百万円となりました。売上原価は同9.3%増

の13億3百万円、販売費及び一般管理費は同

4.0%増の29億7百万円となりました。売上高の

回復により営業利益は同95.9%増の1億7百万円

となりましたが、経常利益は自己株式の公開買付

に係る費用を計上したため同31.6%減の4千6

百万円、親会社株主に帰属する当期純損失は投

資有価証券評価損の計上をしたため3千2百万円

（前期は親会社株主に帰属する当期純利益4千4

百万円）となりました。

2024年2月期の
経営環境について
お聞かせください。

有効求人倍率推移
（単位：倍）
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  成長に向けた投資の実施
  HRテック『ワガシャ de DOMO』の機能追加及び拡販施策の継続

　情報提供事業では、求人広告メディアの売上は

様 な々マッチング手法の登場により下げ止まりの

傾向にあります。採用管理システムを顧客に提供

する『ワガシャ de DOMO』（サブスクリプション

型課金モデル）や正規社員領域の販売が増加して

おり、売上高は前期比9.0%増の37億5千3百万

円、セグメント利益は同16.1%増の8億1百万円

となりました。

　販促支援事業では、主たる事業であるフリー

ペーパーの取次において、イベント・レジャー関

連企業の集客活動は徐 に々回復しつつあります。

一方で顧客の販売促進費圧縮に伴い掲出物の減

少やフリーペーパーの廃刊、休刊などにより全体

的な取次量が減少傾向にあり、売上高は同6.8%

減の5億7千9百万円、セグメント利益は同10.6%

減の4千8百万円となりました。

セグメント別の
状況については
いかがでしょうか？

2024年2月期の
重点施策の成果は
いかがでしょうか。

QUESTION

QUESTION

ANSWER

ANSWER

重点
施策

　当社グループは、重点施策である「成長に向け

た投資の実施」「HRテック『ワガシャ de DOMO』

の機能追加及び拡販施策の継続」に基づき、事業

を推進しました。

　「成長に向けた投資の実施」では、さらなる販売

拡大を目指し、人件費を前期比5千4百万円増額

の17億1千6百万円、商品力強化のために広告販

促費を前期比5千2百万円増額の5億6千9百万円

の投資を実施しました。また、新規事業投資は、

人材教育関連事業に1億9百万円、人材マッチン

グ関連事業に5千万円、合計で1億5千9百万円の

投資を実施しました。

　「HRテック『ワガシャ de DOMO』の機能追加

及び拡販施策の継続」では、求人広告の改善提案

などを通じて顧客の採用成功度を高めていくカス

タマーサクセス機能の強化など、利便性の追求に

よるオプションサービスの開発・販売による差別

化を図りました。また、自前主義ではなく協業

パートナーとの業務提携による販路拡大施策を実

施したことにより、『ワガシャ de DOMO』の当社

グループ売上構成比は41%に拡大し、前期比

17.5%増の売上高17億8千万円を計上しました。
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  成長に向けた投資の継続
  HRテック『ワガシャ de DOMO』の機能追加及び拡販施策の継続

2025年2月期の
重点施策について
お聞かせください。

QUESTION ANSWER

重点
施策

　「成長に向けた投資の継続」では、販売拡大、商

品力の強化、生産性向上、事業規模拡大、新規事

業投資を目的に投資を実施し、ビジネスモデルの

変革と経営基盤の再構築を行い、持続的な成長を

目指していきます。 

　「HRテック『ワガシャ de DOMO』の機能追加

及び拡販施策の継続」では、オプションサービス

の開発・販売による差別化を継続させるととも

に、協業パートナーとの業務提携による販路拡大

施策を継続していきます。

　当社グループの主たる事業である人材ビジネス

の市場は大きく変化しています。求人情報を提供

するサービスで主流であった求人広告メディア市

場は下降トレンドにありますが、テクノロジーの進

化で生まれた新しいリクルーティングモデルであ

るHRテックやアグリゲーションメディアなどの市

場が拡大しています。 同時に中途正社員の求人

市場は底堅く推移しています。これは、少子高齢

化と人口減少が進む中で、新卒採用が減少してい

く市場環境により、中途採用を重視する傾向が背

景にあります。

　このような市場変化を踏まえ、当社グループで

はビジネスモデルの変革と経営基盤の再構築を重

要な経営課題として捉えています。ビジネスモデ

ルの変革については、今後市場成長が高く、収益

性の高い商品やサービスに集中して投資を行い、

これまで当社の主力であった求人広告メディアか

らの変革を進めています。具体的にはHRテックで

ある『ワガシャ de DOMO』や『人材紹介事業』

『外国人採用支援事業』『IT教育事業』にリソース

の再配分や投資を行っています。

　経営基盤の構築に向けては、ビジネスモデルの

変革に伴う基幹システムの再構築や業務生産性の

向上を目的とした、業務ソリューションシステムの

導入と体制の構築、人事制度改定、カスタマーサ

クセス機能の構築を進めています。また、少子化

により生産年齢人口が減少していく環境では、採

用だけでなく人材の定着や育成に寄与する事業や

商品を顧客に提供し、シナジー効果で既存事業の

成長を加速させ、同時に景気動向の影響を受けや

すい人材ビジネスに対して、リスク分散を目的と

した事業ポートフォリオづくりとして、人材ビジネ

ス以外の事業創造へも挑戦していかなければなら

ないと考えています。

　なお、当社グループ内において経営資源の集

約、業務の効率化などを目的として、新卒向け求

人情報サイトの企画、運営を行っていた株式会社

フリーシェアードジャパンを2024年8月1日付で

吸収合併することを決定しています。
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　2025年2月期の連結業績予想については、売

上高が45億9千6百万円（当期比6.5%増）となる

見込みです。利益面については、営業利益が1億5

千万円（同39.5%増）、経常利益が1億4千8百万

　当社グループは、中長期的な企業の競争力の強

化と成長力の維持を可能とする投資を最優先事

項と捉えています。そのため、内部留保金ならび

にフリー・キャッシュ・フローについては、新規事

業向けを中心とした投資に充当し、グループとし

てのさらなる成長を図ります。

　一方で、株主の皆さまに対してはその投資に

よって得られた成果、つまり連結業績に連動した

配当を行っていくこととし、具体的には、連結配

当性向50%を目処に配当を行う方針です。2024

年2月期の配当については、１株当たり5円の期末

配当（普通配当3円、記念配当2円の年間配当合

計5円）としました。2025年2月期につきまして

は、１株当たり5円の期末配当、連結配当性向は

138.4%を予定しています。

円（同219.8%増）、親会社株主に帰属する当期純

利益は6千6百万円（当期は親会社株主に帰属す

る当期純損失3千2百万円）となる見込みです。

　さらに2023年12月26日から2024年1月29日

にかけて自己株式の取得および公開買付を行い、

6,727,400株を取得しました。また、2024年4月

11日開催の取締役会決議において、株主の皆さ

まへの利益還元の充実を図るとともに、資本効率

の向上を図るため、4月25日に自己株式70万株

を消却しました。

　当社グループは、経営資源を最大限活用し、顧

客ニーズに合ったサービスを提供することによっ

て収益機会の拡大を図っていきます。引き続きの

ご理解とご支援を賜りますよう、お願い申し上げ

ます。

2025年2月期の
見通しは
いかがでしょうか。

株主還元の
方針について
お聞かせください。

QUESTION

QUESTION

ANSWER

ANSWER
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株式会社リンク
https://www.link-timesgr.co.jp/

　全国にネットワークを持つ、フリーペーパーの取次事業に
代表されるインストアメディア事業と、主婦・学生・シニア・
狭域という集客ニーズの高い属性と地域に絞った、ターゲッ
トメディア事業を展開しています。

株式会社フリーシェアードジャパン
https://job.tsunoru.jp/company/

　中堅・中小企業の「大手との情報格差」における採用難を
解消し、魅力ある中堅・中小企業に就職する機会を提供する
ため、「新卒」ならびに卒業後5年以内の若年層を対象とし
た、「既卒×第二新卒」のための採用支援サイト『TSUNORU

（ツノル）』の運営をしています。
※2024年8月1日付で当社に吸収合併

Mirac Company Limited（株式会社ミラク）

　急速な展開が見込まれるミャンマーで「最適な出会いを
提供し続け、社会の発展に貢献する」をビジョンとして掲げ、
日本でのノウハウを元に人材紹介サービスの運営サポート、
求人情報サイトの運営をしています。

インストアメディア事業
 フリーペーパー取次事業
 インストアプロモーション事業

ターゲットメディア事業
 幼稚園・保育園サンプリング事業
 ロケーションプロモーション事業
 学生向けプロモーション事業
 メディアクリエイティブ事業

幼保支援事業
 幼稚園・保育園探し専門サイト
えんみっけ！

貨物軽自動車運送事業

事業
内容

事業
内容

事業
内容

 新卒採用支援サイト
「TSUNORU 学生の就職」の運営

ミャンマー連邦共和国における、有料職業紹介事業などのコンサルティング
ならびに業務受託

 既卒×第二新卒採用支援サイト
「TSUNORU 既卒×第二新卒の就職」の

運営

https://job.tsunoru.jp/

フリーペーパー
取次事業の運営

グループ企業のご紹介
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連結財務諸表
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■株主資本当期純利益（損失）率（ROE）（右軸）

連結損益計算書 （単位：百万円）

当期
2024年2月期

前期
2023年2月期

前期比

売上高 4,318 4,044 274
売上原価 1,303 1,192 110
売上総利益 3,014 2,851 163
販売費及び一般管理費 2,907 2,796 110
営業利益 107 54 52
経常利益 46 67 △ 21
税金等調整前当期純利益（損失） △ 3 40 △ 44
親会社株主に帰属する当期純利益（損失） △ 32 44 △ 77
1株当たり当期純利益（損失） △ 1.31円 1.70円

❶ 売上原価
売上原価は、労務費の増加などにより、1,303百万円（前期比
9.3%増）となりました。

❷ 販売費及び一般管理費
販売費及び一般管理費は、人件費や広告販促費の増加などによ
り、2,907百万円（同4.0%増）となりました。

❸ 営業利益
営業利益は、売上高の回復により107百万円（同95.9%増）とな
り、営業利益率は2.5%となりました。

❹ 経常利益
経常利益は、自己株式の公開買付に係る費用を計上したため46
百万円（同31.6%減）となり、経常利益率は1.1%となりました。

❺ 親会社株主に帰属する当期純損失
親会社株主に帰属する当期純損失は、投資有価証券評価損の計
上をしたため32百万円（前期は親会社株主に帰属する当期純利
益44百万円）となりました。

❶

❷
❸
❹

❺

POINT
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連結貸借対照表 （単位：百万円）

当期末
2024年2月期末

前期末
2023年2月期末

前期末比

資産の部
　流動資産 2,672 3,562 △ 889
　固定資産 1,311 1,247 64
　　有形固定資産 560 562 △ 2
　　無形固定資産 549 483 66
　　投資その他の資産 201 200 0
　資産合計 3,984 4,809 △ 825
負債の部
　流動負債 624 588 35
　固定負債 29 7 21
　負債合計 653 596 56
純資産の部
　株主資本 3,327 4,212 △ 884
　　資本金 455 455 ̶
　　資本剰余金 538 538 ̶
　　利益剰余金 4,017 4,252 △ 234
　　自己株式 △ 1,684 △ 1,034 △ 650
　その他の包括利益累計額 3 0 2
　純資産合計 3,330 4,212 △ 882
　負債純資産合計 3,984 4,809 △ 825
　1株当たり純資産 182.10円 163.96円

連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

当期
2024年2月期

前期
2023年2月期

前期比

営業活動によるキャッシュ・フロー 168 23 144
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 163 △ 206 42
　フリー・キャッシュ・フロー 4 △ 182 187
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 919 △ 185 △ 734
現金及び現金同等物に係る換算差額 4 6 △ 1
現金及び現金同等物の増減額 △ 910 △ 362 △ 548
現金及び現金同等物の期首残高 3,034 3,396 ̶
現金及び現金同等物の期末残高 2,123 3,034 ̶
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発行可能株式総数 136,700,000株

発行済株式総数 30,837,249株

株主数 8,772名

大株主（上位10名）

株主名 持株数（株） 持株比率

公益財団法人就職支援財団 2,000,000 10.49

光通信株式会社 1,786,800 9.38

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 759,000 3.98

垣内　康晴 454,600 2.38

株式会社静岡銀行 432,000 2.26

上田八木短資株式会社 408,800 2.14

アルバイトタイムス従業員持株会 397,300 2.08

堀田　欣弘 383,914 2.01

五味  大輔 370,000 1.94

岡三証券株式会社 261,400 1.37

（注）自社名義株式（11,788,767株）については上記大株主から除いています。

（注）自社名義株式（11,788,767株）については「個人・その他」に含めています。

2.4%
4.2%

3.9%

0.6%

所有者別分布状況
30,837,249株

■金融機関 4.2%
■証券会社 2.4%
■事業会社・その他法人 16.3%
■外国法人等 0.6%
■個人・その他 76.5%

所有株数別分布状況
30,837,249株

■5,000株未満 13.4%
■5,000株以上10,000株未満 3.9%
■10,000株以上50,000株未満 12.0%
■50,000株以上 70.7%

76.5%

13.4% 12.0% 70.7%

16.3%

株式状況 （2024年2月29日現在）
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会社名 株式会社アルバイトタイムス

本社 東京都中央区京橋2-6-13
京橋ヨツギビル5F

設立 1973年10月29日

資本金 4億5,599万円

従業員数 連結196名、単体165名（正社員のみ）

役員 代表取締役社長 堀田　欣弘
取締役 竹内　一浩
取締役 金子　章裕
取締役 石川　貴也
取締役 大塚　真澄
社外取締役 和田　彰
社外取締役 青木　想
常勤監査役 杉山　正人
社外監査役 清水　久員
社外監査役 柴田　亮

事業拠点 東京、沼津、静岡、浜松、名古屋

IR窓口 管理部 経営企画課
TEL：03-5524-8725　E-mail：ir@atimes.co.jp

主な事業内容 採用管理システム『ワガシャ de DOMO（ドーモ）』の
運営

 無料求人情報誌『DOMO（ドーモ）』の編集・発行

求人情報サイト『DOMO NET（ドーモネット）』の運営
（https://domonet.jp/）

求人情報サイト『JOB（ジョブ）』の運営
（https://job.atimes.co.jp/）

 人材紹介業『Achieve Career（アチーヴキャリア）』
有料職業紹介　13-ユ-304061

（https://achieve.atimes.co.jp/career/）

グループ企業 株式会社リンク

 株式会社フリーシェアードジャパン
 ※2024年8月1日付で当社に吸収合併

 Mirac Co., Ltd. （株式会社ミラク）

沿革沿革
（抜粋）（抜粋）

2022年4月
市場再編に伴い、株式会社東京証券取引所スタンダード市場
に上場する。

2014年11月
ミャンマー連邦共和国ヤンゴン市に現地企業（Shwe Depan 
International Company Limited）との合 弁 会 社「Mirac 
Company Limited」を設立 ※正式認可2015年3月 

（現在当社100%出資、資本金38百万円）

2013年7月
株式会社東京証券取引所と株式会社大阪証券取引所の現物市
場の統合に伴い、株式会社東京証券取引所JASDAQ（スタン
ダード）に上場する。

2013年2月
株式会社フリーシェアードジャパン（東京都渋谷区）の株式取
得により連結子会社とする。（現在当社100%出資、資本金19
百万円、本社：東京都千代田区）
※2024年8月1日付で当社に吸収合併

2012年8月
正社員の転職・就職サイト『JOB（ジョブ）』を開設する。

2004年9月
アルバイト・パート向け求人情報サイト『DOMO NET（ドー
モネット）』を開設する。

2003年8月
東京都中央区に東京本社を開設する。

2002年12月
ジャスダック市場に株式を上場する。

1993年9月
静岡県静岡市に雑誌の取次を主業務として株式会社リンク（当
社100%出資、資本金10百万円、現連結子会社）を設立する。

1983年10月
『週刊アルバイトタイムス』の誌名を『DOMO（ドーモ）』に変更

する。

1973年10月
静岡県静岡市に求人情報誌の発行を主業務として株式会社ア
ルバイトタイムス（資本金1百万円）を設立する。同月『週刊ア
ルバイトタイムス』を創刊する。

会社概要 （2024年2月29日現在）

（2024年5月28日現在）
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株主メモ

〒104-0031
東京都中央区京橋2-6-13 京橋ヨツギビル5F
TEL：03-5524-8725

事業年度 毎年3月1日から翌年2月末日まで

定時株主総会 毎年5月中

期末配当基準日 毎年2月末日

中間配当基準日 毎年8月31日

1単元の株式数 100株

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

特別口座の
口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

郵便物送付先
（電話照会先）

〒168-0063　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
TEL：0120-782-031（フリーダイヤル）

公告方法 電子公告
ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告を行うことができない場合の公告は、
日本経済新聞に掲載いたします。

電子公告先：当社ホームページ
（https://www.atimes.co.jp）

住所変更、単元未満株式の買取・買増などの
お申出先について
株主さまの口座のある証券会社にお申出ください。
なお、証券会社に口座がないため特別口座が開設さ
れました株主さまは、特別口座の口座管理機関であ
る三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

未払配当金の支払いについて
株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社に
お申出ください。

マイナンバー制度に関するお手続きについて
市区町村から通知されたマイナンバーは、株式の税
務関係のお手続きにおいて必要となりますので、株
主さまから株式をお預けの証券会社などへマイナン
バーのお届出をお願いいたします。お届出いただいた
株主さまのマイナンバーは、法令に定められたとおり
支払調書に記載し、税務署へ提出するために利用し
ます。


